
注記

【重要な会計方針】

　　　当事業年度より、改訂後の「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」

　　（「独立行政法人会計基準の改訂について」（独立行政法人会計基準研究会、財政制度等審

　　議会、財政制度分科会、法制・公会計部会　平成２３年６月２８日）及び「「独立行政法人

　　会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」に関するＱ＆Ａ」（総務省行政管理局、財務

　　省主計局、日本公認会計士協会　平成２４年３月）を適用している。

１．運営費交付金収益の計上基準

（１）年度計画で、事業の内容と運営費交付金で措置された予算額との対応関係が明らかにされ

    ているものについては、業務達成基準を採用している。　

退職準備研修費、健康診断費、退職手当等。

（２）年度計画で、業務の実施と運営費交付金で措置された予算額とが期間的に対応しているも

    のについては、期間進行基準を採用している。　

人件費（給与費）、物件費、心の健康対策費等。

２．減価償却の会計処理方法

（１）有形固定資産

      定額法を採用している。

      なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりである。

建物 ２～５０年

構築物 ２～２０年

工具器具備品 ２～１５年

車両運搬具 ４～　６年

      また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第８７）の減価償却相当額及び減損損失相

    等額については、損益外減価償却累計額及び損益外減損損失累計額として資本剰余金から控

　　除して表示している。

（２）無形固定資産

      定額法を採用している。

      なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間５年以内に基

    づいて償却している。

３．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準

      退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引

    当金は計上していない。

      なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、独立行政法

    人会計基準第３８に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上

    している。



４．賞与引当金及び見積額の計上基準

      賞与については、運営費交付金により財源措置がなされるため、賞与に係る引当金は計上

    していない。

      なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与見積額は、独立行政法人会計基

    準第８８に基づき計算された賞与引当金の当期増加額を計上している。

    

５．たな卸資産の評価基準及び評価方法

      最終仕入原価法による原価法を採用している。

６．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

      政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率

１０年利付国債の平成２４年３月末利回りを参考に１．０％で算出している。

７．リース取引の処理方法

      リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引

    に係る方法に準じた会計処理によっている。

      リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取

    引に係る方法に準じた会計処理によっている。

８．消費税等の会計処理

      消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

【貸借対照表関係】

１．  機構役職員(出向者を除く｡）が自己都合により退職した場合に､財源措置が予定されている

【損益計算書関係】

    ファイナンス・リース取引が損益に与える影響額は、△1,495,471円であり、当該影響額を

    退職給付見積額 291,909,354円

　　 除いた当期総利益は218,450,356円である。

136,981,492円

２．　翌期の運営費交付金により、財源措置が予定されている賞与見積額



【キャッシュ・フロー計算書関係】

１.資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 現金及び預金勘定

資金期末残高

２.重要な非資金取引

　　不要財産の現物による国庫納付による資産の減少 土地

建物

構築物

計

【金融商品の時価等の開示に関する注記事項】

１．金融商品の状況に関する事項

　　当法人は、資金運用については短期的な預金に限定し、借入等により資金を調達していない。

　　　現金及び預金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

　　　未払金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

　　　元利金の合計額を、新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割り

【資産除去債務に係る注記事項】

　当法人は、事務所（本部、横田支部、横須賀支部及び沖縄支部並びに呉分室）の不動産賃借契

約に基づく、退去時の原状回復に係る債務を有しているが、当該債務に関連する賃借資産の使用

期間が明確でなく、現時点において将来退去する予定が不確定なため、資産除去債務を合理的に

見積もることができない。

　そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上していない。

349,312,563円

349,312,563円

２．金融商品の時価等に関する事項

　　期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりである。

（単位：円）

64,983,000円

16,535,575円

393,078円

81,911,653円

貸借対照表
時価 差額

計上額

　　帳簿価額によっている。

（１）現金及び預金 349,312,563 349,312,563 -

（２）未払金 (113,839,730) (113,839,730) -

（３）リース債務 (75,293,637) (75,293,637) -

　　引いた現在価値により算定している。

（注）負債に計上されているものは、（　）で示している。

（１）現金及び預金

　　当該帳簿価額によっている。

（２）未払金

（３）リース債務



【不要財産に係る国庫納付関係】

（１）不要財産としての国庫納付を行った資産の種類、帳簿価額等の概要

（２）不要財産となった理由

　　　独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構コザ支部は、独立行政法人整理合理化計画（平

　 　　成１９年１２月２４日閣議決定）において示された組織見直しを受けて、平成２１年４月１

　　日に那覇支部と統合し、沖縄支部として新事務所を嘉手納町に設置した。

　　　これら、旧２支部のうち、旧コザ支部の土地・建物等は、機構発足時に国から出資された

　　当機構の財産であり、統合後、新事務所（沖縄支部）のみで、業務遂行上問題がないことが

　　確認されたことから、平成２１年６月２３日をもって今後、当機構としては使用しないこと

　　を決定したため。

（３）国庫納付の方法

　　　現物による国庫納付

（４）国庫納付の額

　　　81,911,653円

（５）国庫納付が行われた年月日

　　　平成２４年１月３１日

（６）減資額

　　　128,579,797円

旧コザ支部 建　物 建　物 16,535,575
沖縄県沖縄市久保田

３－５－１０

土　地

構築物 構築物 393,078

（単位：円）

64,983,000土　地

名　称 種　類 場　所 帳簿価額（国庫納付時）


